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務を行っていた Malcolm. P. Mclean氏は世界ではじめて海上輸送にコンテナを導入し、
1960年、この会社を Sea-land Service Inc.とした。1966年に Sea-land 社は 35フィート




長さ 20フィートと 40 フィートが主流となっている。横幅は、大半のコンテナは 8フィー
トである。 













れている。一般的にコンテナ船の積載量を示すには、TEU(Twenty feet Equivalent Unit)
という単位を使用している。1TEUは 20フィートコンテナ 1個に換算される。例えば、
8000TEUs積みのコンテナ船であれば、積載できる貨物量を 20フィートコンテナに換算す













 世界のコンテナ荷動きと船腹量の変動を図 2.1.1に示す。 
 
図 2.1.1 世界のコンテナ荷動きと船腹量の変動 
 












2009 年から 2015 年の待機船船腹量の推移を図 2.2.1 に示す（8）。 
 
図 2.2.1待機船船腹量 
















 図 2.3.1は日本海事センターが公表している 2014－2017年北米往航における運賃の推 
移を示している（3）。 



























































































図 2.4.1は 1994年～2018年 C重油の平均価格を示したものである。 
 
2.4.1 1994年～2018年 C 重油の平均価格の推移 























































































 図 2.5.1は 2010年―2016年定期船社の利益を示したものである（4-10）。 
 
図 2.5.1 2010年-2016年定期船社の利益の推移 






































































   海上物流の変化については、世界一である「アジア→アメリカ」の荷動きを参考にす
る。 
 ａ．アジア発貨物の急増 
   1990年代の特徴としてはアジア発の貨物が急増したことがわかる。1980年代の後半
の北米向けの荷動き量は 200 万 TEUs であったが、1992 年には 2 桁増を示すなどし、
1990 年代早々には 300 万 TEUｓ台に至った。（欧州航路も同じ拡大したが、200 万 TEU
ｓを超えたのは 1995年と、北米向けと比べて遅れていた。） 
 ｂ．出荷国の変化 











上記の物流の変化の背景には、80 年代後半に始まり 1990 年代に加速していった荷
主のグローバリゼーションとメガコンペティションがある。 
 先進国のメーカーは一段とコスト競争力を追求し、NIEs から ASEAN(東南アジア諸








   ・出荷地最寄港への多頻度寄航 
    ・積み替え時間(Transit Time)の短縮 


















































   










① 燃料油などの共同購買     
② コンテナインベントリー 
③ ターミナルオペレーション   
④ フィーダー 
⑤ 内陸輸送         
⑥ 船舶管理 

































































（1）1994年には初のアライアンスである The Global アライアンスが結成された。加盟船
社は、商船三井／AMERICAN PRESIDENT LINERS (APL)／NED LLOYD／ORIENT OVERSEAS 
LINE (OOCL)／ MALAYSIAN  INTERNATIONAL SHIPPING (MISC)である。 
（2）1995 年には Grand アライアンスが結成された。加盟船社は、日本郵船／P&O／HAPAG 
LLOYD／NEPTUNE ORIENT LINERS (NOL)である。 
（3）1996年には、それまで提携していた P&Oと Maerskが提携解消となった。P&Oは Grand 
アライアンスに参加した。HYUNDAI と Sea-Land も欧州航路における協調サービスを
中止し、Sea-Landと Maerskが欧州航路で提携した。 
（4）1997年には激しい変遷が成された。Grand アライアンスに属していた P&Oと The New 
World アライアンスに所属していた NED LLOYDが 1月に合併した。合併直後の両社






（5）1998年には、商船三井／APL(NOL)／HYUNDAIによる The New World アライアンスが発
表された。さらに、HANJIN／Dsr-Senator／CHO YANG／UASCによる United アライア
ンスが発表された。 
（6）1999年には Maerskが Sea-Landを買収した。 
（7）2000年には目立った変化はない。 
（8）2001年には、United アライアンスを構成していた CHO YAN SHIPPING CO Ltd（朝陽海
運）が業務を停止した。HANJIN 傘下の Dsr-Senator は Senator Line に社名変更し
た。United アライアンスは実質 HANJIN一社となり、アライアンス体制を成すことは
できなくなった。 
（9）2003 年には、実質 HANJIN 一社となっていた United アライアンスと CKY グループが
アライアンスの枠を超えて提携し、CKYHアライアンスが発表された。 
（10）2004 年・2005 年には目立った変化はない。ただし、2005 年 5 月に Maersk SeaLand
による P&O Nedlloydの買収が発表された。 
（11）2006年には、Maersk SeaLandが Grand アライアンスを構成していた P&O Nedlloyd
16 
 
を買収し、Maersk Lineが誕生した。また、Grand アライアンスと The New World 
アライアンスが、P&O Nedlloydが脱退したことを受けて主要航路において業務提携
を結んだ。 


































































































































 今回解析の対象とするアライアンスは２M アライアンス、Ocean アライアンス及び
THE アライアンスの３つである。 
 まず、各アライアンスの規模について説明する。 

























アジアー地中海航路 4 49 636,211 12,983.9 16.5 12.3
アジアー北欧州航路 6 75 1,258,070 16,774.3 13.8 12.5
アジアー北米東岸航路 5 56 409,039 7,304.3 8.4 11.2




表 4.1.2 Ocean アライアンスの航路区分ごとの規模 
 
 
 Ocean アライアンスにおいて隻数が多い航路区分は、順に北米東岸航路の 85隻、北欧
































アジアー地中海航路 4 42 429,855 10,234.6 16.3 10.5
アジアー北欧州航路 6 66 949,698 14,389.4 12.5 11.0
アジアー北米東岸航路 7 85 709,130 8,342.7 8.0 12.1
アジアー北米西岸航路 11 65 554,530 8,531.2 6.1 5.9









アジアー地中海航路 3 29 348,790 12,027.2 11.7 9.7
アジアー北欧州航路 4 43 600,955 13,975.7 12.3 10.8
アジアー北米東岸航路 5 53 416,728 7,862.8 8.4 10.6













おいては THE アライアンスは一航路当たりの寄港回数が 11.7回と少なく、それに比べて




























そこで、近年大規模なアライアンスの再編が起こった 2015 年から 2017 年に注目し、ど
のような経営戦略がとられたのかを見てみる。 






















図 4.2.1 アライアンスの相対比較（東アジア−北欧州航路） 

























図 4.2.2 アライアンスの相対比較（東アジア−地中海航路） 






















図 4.2.3 アライアンスの相対比較（東アジア−北米東岸航路） 





















図 4.2.3 アライアンスの相対比較（東アジア−北米西岸航路） 
















































































図 5.1.1 コンテナ就航隻数および船腹量・平均船型の推移 
 






















































































































































































































２００８年 ２０１８年 ２００８年 ２０１８年 
ハンブルク 59 80 16.7 16.7 
ブレーメルハー
フェン 
45 43 15.5 16 
フェリクストウ 29 35 15 16 
 
表 5.2.1 より、2008 年と 2018 年の各港のガントリークレーン数を見ると、ハンブルク港




















OOCL の 21413TEU のコンテナ船である。このコンテナ船が寄港する港の中から、欧州と




図 5.2.1 欧州の三つの港のバース長とバース数の推移 










アジアの港のバース長とバース数の推移を図 5.2.2 に示す。 
 
 
図 5.2.2 アジアの三つの港のバース長とバース数の推移 
 



















図 5.2.3 バース長が一定の場合のバース数の推移図 
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